
令和６年度第30回 契約・調達委員会 審査概要

開催日時
及び場所

令和７年２月26日（水）15:35～15:57

JAPAN SPORT OLYMPIC SQUARE ３階

会議室３/オンライン

出席委員

世界陸上財団 事務次長（委員長） 遠松 秀将

弁護士 原澤 敦美

公認会計士 黒石 匡昭（書面決議参加）

世界陸上財団 総務部長 田近 隆

世界陸上財団 企画部長 白石 正樹

世界陸上財団 財務部長 前山 琢也

世界陸上財団 業務開発部長 小林あかね

（敬称略・７名）

審
査
案
件

案件１ 東京2025世界陸上競技選手権大会における投てき器具の買入れ

契約方法 希望制指名競争入札

概要

〇大会に出場する選手が競技で使用する各種投てき器具を購入

〇 契約期間：契約確定の日の翌日から2025年8月15日まで

主な
購入器具

男子選手用 女子選手用

砲 丸 7.26㎏ ４８個 ４㎏ ４８個

円 盤 ２㎏ ２７枚 １㎏ ２７枚

ハンマー 7.26㎏ ２４個 ４㎏ ２４個

や り 800g ２４本 600g ２４本



審
査
案
件

案件２ 東京2025世界陸上競技選手権大会におけるウェイトトレーニング機器の買入れ

契約方法 希望制指名競争入札

概要

審査結果
➢ 案件１～２について、契約手続前（仕様の内容、予定価格、契約方法

等）の審査を実施し、了承された。

委員の
主な意見
（要旨）

〇大会に出場する選手が競技前にウォームアップ会場や練習会場で使用

するウェイトトレーニング機器を購入

〇主なウェイトトレーニング機器は以下のとおり

〇契約期間：契約確定の日の翌日から2025年９月７日まで

〇黒石委員【書面による決議参加】

幅広い事業者から取得した下見積に基づき予定価格が設定されるなど、

適切な調達プロセスがとられている。

〇原澤委員

ＷＡから承認された公式器具を調達する場合、各事業者の買付価格に

大差はないと思われるが、各社の下見積に差が生じている。その要因

は人件費によるものなのか。

⇒ 所管部

 今回購入する投てき器具は、全てＷＡが承認し、指定された器具と

なっている。

各事業者の下見積額に差が出ているのは、各社が仕入価格に人件費や

利益等を上乗せしているからだと推察している。

ウェイトリフティング
プラットフォーム

８台 フリーモーション ２台

スクワットラック ８台 レッグプレス ４台

フラットベンチ
（ベンチプレス台）

８台 ダンベル
（重量別）
３６組

バーベル ２４本 アジャスタブルベンチ ４台

（案件１について）

(次ページに続く）



委員の
主な意見
（要旨）

（案件２について）

〇原澤委員

  財産処分について確認したい。大会終了後に、今回の契約相手方に器具

を買い取って貰えるのであれば、その売却価格も考慮したうえで入札す

ることも考えられるが、購入した器具は大会後どのような取扱いになる

のか。

⇒ 事務局

財団が所有する財産の処分については、財産管理処分規程で処分方法

の優先順位が定められており、有償譲渡、無償譲渡、再生利用、廃棄

の順で処分することとなっている。

   一方で、こうしたルールに関わらず、都の負担金が充当される財産に

ついては、都と協議して処分方法を決めることとされており、都費が

充当される投てき器具については、都の関連施設などに無償譲渡する

方向で都と調整している。

〇原澤委員

財産処分のルールはわかったが、今回、器具の調達方法をリースでは

なく、金額が高くなる購入とした理由は何か。

〇黒石委員【書面による決議参加】

幅広い事業者から取得した下見積に基づき予定価格が設定されるなど、

適切な調達プロセスがとられている。

アスリートの安全に関わるものなので、購入備品については品質面も

問題ないことを確認されたい。

(次ページに続く）

⇒ 前山委員

   本件については、器具の調達方法を「購入」とし、大会後もレガシーと

して活用することで充当可能な財源を使う予定である。購入した備品を

永続的に使用して、レガシーとして残す必要があるため、投てき器具や

次にご説明するウェイトトレーニング機器は、大会終了後に都立学校や

公園、運動施設などで活用することを予定している。

ご指摘のとおり、所要経費はリースよりも購入する方が高くなるが、当

該財源を充当できることで、事実上、財団の財政負担がなく調達するこ

とが可能となる。



委員の
主な意見
（要旨）

〇原澤委員

ウェイトトレーニング機器については、試合で使用する投てき器具と

異なり、ＷＡの承認を得た指定器具を買い入れる必要はないと考える

が、それでも機器を輸入する必要があるのか。

⇒ 所管部

   ご指摘のとおり、ウェイトトレーニング機器については、ＷＡから製品

の指定はないものの、仕様の指示は受けているので、一部の機器は海外

から取り寄せる必要があると考えている。
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